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論 文内容の要旨

本論文は，人間の居住地選択行動の結果としての地域の人口移動現象に着目し， 高度経済成長期陀お

ける急激な人口流出11:より過疎化現象のみられる農山村地岐を対象11:，居住者の視点から地域環境K関

する分析を行なったもので，緒論，本篇7章および結論からなっている。

緒論では，主として研究の背景.既往研究分野の視点と成果，研究の目的や対象等について述べてい

る。

第1章では.わが国における農山村と都市の聞における人口移動の歴史的考察を行ない，今日におけ

るその現象の特質を指摘している。

第2意では，近畿圏の周縁部における市町村を対象IL，人口移動からみた市町村の矧型化を行ない，

それらの比較検討を通じて，相互の特徴を析出している。

第3章では.大阪都市圏11:居住する地方園出身者を対象IL，それぞれの親族との住み方の実態，その

将来の希望，郷里への帰還の怠向等について調査し，地方圏出身で，かっ，大都市圏居住者の抱える居

住地選択の問題点を指摘している。

第4章から第6章までは，滋賀県高島郡桁木村を対象にした事例研究である。まず第4章では，岡村

居住者の世帯情成とその後継者の在村状況を地区別および世帯の資産規模gr]1L整理し，さらに村外に転

出している犠合の後継者の帰還:志向および帰還条件を分析する乙とにより，村外転出後継者の額型化を

行なっている。つづく第5章では，将来の村外転出予備軍ともみなされる在村の中学生および高校生を

対象IL，岡村と都市とのそれぞれの居住環境に対する評価ならびに都市への将来の転出意向について考

察している。また第6章では，同村への帰還者，新来者および縁事転入者の転入実態を調査し，さらに
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同村および都市のそれぞれの居住環境に対する評価，同村への定住意向等について調査分析している。

第 7章では，各地における内発型産業による地域振興，いわゆる「むらおこし」の実状について検討

を加えるとともに，朽木村におけるその状況を調査し「むらおこしJの今後の課題を明らかにしている。

結論では，以上の成果に立って農山村における今後の居住主体に対する考察を加え，農山村における

地域環境整備の方向について提言している。なお最後に，将来予測される都市型社会における農山村居

住の新しい型について展望し，論文全体のしめくくりとしている O

論文の審査結果の要旨

本論文は，日本の農山村がその「後継者」の対外流出により過疎化し，かっ，荒廃化しつつある現状

に対し，農山村への帰還者および新来者による「む・らおこし」の可能性を，主として大都市圏居住者お

よび農山村居住者の長期にわたる実態調査を通じて論じたもので，その主要な成果は次の通りである。

(1) 農山村の「後継者」で村外に転出している者の村への帰還意向は「都市留学型Jr老後隠世型」

「遼巡型Jr非帰還型」の4つに類型化で、きることを見出し，現状では「遼巡型jが多数を占めるが，

将来はそれらの多くが「非帰還型Jおよび「老後隠世型」に転ずることが予測され，さらにその場合

の居住地選択意向には帰るべき家の立地条件や資産規模が大きな影響を与えていることを精細な調査

分析により明らかにしている。

(2) 農山村に居住している少年層の都市への転出意向は強いが，同時に一定期間の転出後の村への帰還

意向も少なくない乙とを具体的に指摘している。

(3) 農山村に居住している青壮年層はその移動歴から「定留者Jr帰還者Jr縁事転入者Jr新来者J

に類型化できることを見出し，多くの場合帰還者が多数を占め，かっ，彼らの定住意向が高い傾向に

ある乙とを明らかにしているD

(4) その場合，新来者一般の定住率は低いが，自営業を営む新来者の定住率や定住意向は高い傾向にあ

ることを明らかにしている。

(5) 農山村における今後の一般的な動向としては，若年層の転出による人口の減少と後継者の不在によ

る世帯数の減少が予測されるものの，一方では帰還者および新来者の転入が期待されること，および

彼らが今後の農山村の大きな居住主体になりうることを指摘しているo

以上の成果は，乙れからの農山村における地域環境整備計画に対し重要な知見を与えるとともに，過

疎化に悩む現状に対し新しい「むらおこし」の可能性をも示唆するものであり，環境計画学上寄与する

ところが大きし」よって本論文は博士論文として価値あるものと認める O
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